
結   果 

研究の背景 

研究目的 

研究方法 
１．対象  A県内全市町村の保健協力員全員（5,414人）。回答者は2,441人（回収率45.1％）で、回答に不備の 

       あるものを除いた有効回答者は2,422人（有効回答率44.7％） 

２．方法   無記名自記式質問紙調査法を用いた。質問紙は各市町村から対象者に配布し、回収は返信用 

      封筒にて研究者が行った。調査項目は、村山らの活動満足感・負担感尺度24項目にオリジナルの5 

      項目を加えた29項目、石川らが開発したヘルスリテラシー尺度、生活習慣行動、ソーシャルキャピタ 

      ル、基本属性、保健協力員をしていてよかったことについての自由記述とした。 

保健協力員活動の活性化に関する調査 

青森県立保健大学の官学連携研究の概要 

 青森県は平均寿命が全国で最も低いことから、県では県民のヘルスリテラシー向上を図るための対策を
推進することを目標に掲げ、短命県返上へ向けて活動を行っているところである。近年は、県民のヘルスリ
テラシー及び健康増進の向上に寄与するとされる保健協力員の活動が注目されてきている。しかし、担い手
不足による固定化と高齢化が課題となっており、主体的に活動しているとは言い難い現状が指摘されている
ため、活動を活性化することが求められている。 

 県民のヘルスリテラシーの向上および短命県返上に寄与することをめざし、保健協力員活動の活
性化策の示唆を得るために、青森県内の全市町村の保健協力員全員に対して、活動満足感・負担
感を調査し、現状と課題を明らかにする。 

 保健協力員をしていてよかったことについて自由記述形式で回答を求め、有効回答者2,422人のうち、メリッ
トに関する自由記述の記載があった者1,437人を分析対象とした。1,639のコードが得られ、これらは11のカテ
ゴリーと58のサブカテゴリーに分類された。カテゴリーは【地域住民や保健協力員との出会いや会話が増え
ネットワークが豊かになる】がコード数555（33.3％）で最も多く、【研修会や交流会等から健康に関する知識や
いろいろな情報を得ることができ学びになる】同333（20.3％）、【地域で活動することに価値を見出したり人の
役に立つことに喜びを感じることができる】同241（14.7％）、【保健協力員の活動をきっかけに健診を受けるよ
うになったり健康に気をつけようと思ったりするなど自分や家族の健康づくりに役立つ】同239（14.6％）、【積
極性が増す・前向きになるなど自己の成長につながる】同77（4.7％）と続いた。【特にない・わからない】は同
89（5.4％）、【負担に感じる・やりたくない】は同30（1.8％）であった。  

 無回答やネガティブ意見を除いても約半数の回答者は保健協力員活動のメリットを認知していることがわ
かった。これらのメリットを周知することで担い手不足の解消や活性化策につながる可能性が示唆された。 
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